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参考資料２

難聴児に関する実態調査

（１）調査概要
ア 調査時点 令和６年１月１日時点
イ 調査対象 １７８市町村（札幌市を除く。）
ウ 調査方法 各市町村に所在する難聴児（身障手帳交付児、軽度・中等度難聴児）の一人ごとの

年齢、性別、療育状況等を照会

（２）難聴児数及び所在市町村数（上段：人数 下段：市町村数）
（Ｒ５）

身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
２５１ ２６１ ５１２
８０ ７２ １０２

（Ｒ４）
身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計

２６６ ２５８ ５２４
８１ ７０ １００

（３）難聴児年代別
（単位：人）

区 分 ０～２ ３～６ ７～１２ １３～１５ １６～１８ 計
身障手帳交付児 ２７ ５３ ７２ ４６ ５３ ２５１
軽度・中等度難聴児 ３７ ８４ ７２ ３５ ３３ ２６１

計 ６４ １３７ １４４ ８１ ８６ ５１２

（４）先天性難聴
（単位：人）

区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
診断あり １３７ １２０ ２５７ →５０％
診断なし ８ １９ ２７
不明 １０６ １２２ ２２８

計 ２５１ ２６１ ５１２

診断の機会 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
不明 ７２ ４３ １１４ →４４％
新スク（自動ＡＢＲ） ５０ ５３ １０３ →４０％
新スク（ＯＡＥ） ３ １２ １５
難聴を疑った自発的な受診 ４ ６ １０
他の疾患の診断時 １ ３ ４
３歳児健診ほか健診時 ２ ２ ４
ＡＢＲ ２ ０ ２
ＡＢＲとＯＡＥ ２ ０ ２
標準純音聴力検査 ０ １ １
ＡＳＳＲ １ ０ １

計 １３７ １２０ ２５７

（５）重複障がい
（単位：人）

区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
あり ６２ ６６ １２８ →２５％
なし １６６ １５４ ３２０
不明 ２３ ４１ ６４

計 ２５１ ２６１ ５１２

（単位：人）
区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計

知的障害 ２５ ３２ ５７ →４５％
肢体不自由 ２３ ６ ２９ →２３％
広汎性発達障害 １ ８ ９
重症心身障害 ４ ２ ６
言語障害 ３ ３ ６
視覚障害 １ ２ ３
その他 ５ １３ １８

計 ６２ ６６ １２８
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（６）通っている場所
（単位：人）

区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
把握している １７６ ２０７ ３８３ →７５％
把握していない ７５ ５４ １２９

計 ２５１ ２６１ ５１２

（７） 通っている場所（把握している）の内訳（複数回答）
（単位：人）

区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
医療機関 ８４ １２３ ２０７ →５４％
特別支援学校（聾学校や養護学校 ９９ ３３ １３２ →３５％
を含む。）
放課後等デイサービス ３９ ３３ ７２ →１９％
通常学校（小学校・中学校・高等 １４ ４４ ５８
学校）
児童発達支援事業所 ２１ ３１ ５２
特別支援学級・通級指導教室（こ ２３ ２８ ５１
とばの教室を含む。）
保育所 １２ ２５ ３７
市町村子ども発達支援センター １４ ２１ ３５
認定こども園 １０ ２３ ３３
幼稚園 ６ １７ ２３
児童発達支援センター １１ １２ ２３
乳幼児相談室 ７ １４ ２１
その他 １２ ４ １６

(８) 現時点で受けている療育（（７）を把握している）の内容
（単位：人)

区 分 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
把握している ６８ １０９ １７７ →４６％
把握していない １０８ ９８ ２０６

計 １７６ ２０７ ３８３

（９）現時点の療育に加えて必要と考える療育（（８）を把握している）の内容（複数回答）
（単位：人）

内 容 身障手帳交付児 軽度・中等度難聴児 計
コミュニケーションの支援(手話 ２０ ２０ ４０ →２３％
の指導を含む）
保護者への具体的な支援策のアド ２１ １６ ３７ →２１％
バイス
きこえに対する日常的配慮 １９ １７ ３６
聴力検査やきこえの評価 １２ ２４ ３６
ことばの発達の評価 １４ １３ ２７
補聴器装用や人工内耳のための支 １２ １１ ２３
援
生活の支援(日常生活習慣(歯磨き １５ ６ ２１
や衣服の着脱等)の獲得の支援を
含む）
学習の具体的な支援策のアドバイ ９ ８ １７
ス（ことばの発達を含む）
現時点で受けている療育で十分 ２ ４ ６
療育を受けていない １ ２ ３
姿勢保持や小集団慣れ ０ １ １
体幹を鍛える １ ０ １
運動療法 ０ １ １
掴まり立ちや伝え歩き ０ １ １
知的発達の評価 １ ０ １
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（１０）市町村における言語聴覚士が配置されている機関の把握状況
配置されている機関（複数回答）

区 分 市町村 内容 市町村
把握している ８０ →４５％ 医療機関 ３５ →４４％
把握していない ９８ 市町村子ども発達支援セ ２８ →３５％

計 １７８ ンター
障害福祉サービス事業所 １４
道立旭川子ども総合療育 ８
センター
道立子ども総合医療・療 ５
育センター
聾学校 ５
児童発達支援センター ４
市町村役場 ３
心身障害者総合相談所 ２ 等

（１１）難聴児に関して関係機関と協議する場（難聴児のみに関する場に限らない）
協議の場（複数回答）

区 分 市町村 内容 市町村
ある ６９ →３９％ 自立支援協議会 ３７ →５４％
ない １０９ 障がい関係会議 ８

計 １７８ 教育関係会議 １２
ケース会議 ５ 等

（１２）難聴児を把握した後、支援に繋げるまでの連携状況
（他課）

区 分 市町村
連携している １０２ →５７％
連携していない ７６

計 １７８

（教育委員会）
区 分 市町村

連携している １３２ →７４％
連携していない ４６

計 １７８

（関係機関）
区 分 市町村

連携している ９７ →５５％
連携していない ８１

計 １７８ 取組内容（複数回答）
内容 市町村

(１３）難聴児に対する療育の取組状況 言語聴覚士等の専門職員 １６ →３９％
による療育

区 分 市町村 難聴児等支援派遣研修事 １３ →３２％
取り組んでいる ４１ →２３％ 業ほか研修
取り組んでいない １３７ 関係機関との連携及び情 ６

計 １７８ 報共有
軽中等度補聴器購入費等 ６
助成制度 等

（１４）難聴児に対する療育の取組について不十分・課題と捉えている点
不十分・課題点（複数回答）

区 分 市町村 内容 市町村
ある ５７ →３２％ 療育体制が整備されてい ３１ →５４％
ない １２１ ない

計 １７８ 言語聴覚士等の専門職員 １８ →３２％
がいない
難聴に関する知識不足 １２

難聴児に対する療育の経 １ 等
験不足
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（１５）オンライン（ＺＯＯＭ等を活用した個別相談等）による療育

区 分 市町村 内容
行っている ２ 釧路鶴野支援学校との遠隔相談支
行っていない １７６ 援を利用した難聴児支援、保護者

計 １７８ 支援

（１６）道に期待する支援（複数回答）
項 目 件 数 割合（全市町村）

きこえの仕組み等に関する基本的な知識を修得するための研修 ６６ ３７％
言語聴覚士や聾学校教諭の派遣による療育方法等の実践的な研修 ６２ ３５％
療育方法を修得するための研修 ４７ ２６％
他市町村との情報共有・意見交換の場の設定 ４０ ２３％
療育を行っている施設等での見学・実習 ３７ ２１％
難聴児に関する情報提供 １８ １０％
その他 ９ ５％


